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日本国内における自然エネルギー利用融雪システムの普及状況と将来性

岩本欣也 (北大工学部)佐 山惣吾 (寒地技術研究所)

はじめに

近年、地球規模のC02削減問題が切迫する中、野放図な化石エネルギー消費への警鐘が

なされている。わが国においては特に民生部門、すなわち個人個人の自動車や住宅等のライ

フスタイルに関わる技術分野での省エネルギーとC02削減が重要な課題と言われている°。住
宅暖房においては太陽熱や地熱の利用あるいは蓄熱技術の研究が進んでいるが、融雪シス

テムにおいても同様に自然エネルギー利用や蓄熱技術の適用が今後重要となる。

もともと地下水利用を行つてきた融雪技術が、昨今は電気ガス灯油といつた貴重なエネルギ

ーを大量に使って強制的に雪を排除する方法を取るようになってきている。札幌市内では、融

雪システムにおいて公共道路用民生用 (建築付帯)併せて年間 約20TJものエネルギーが
消費され、そのほとんどが電気ガス灯油を使用するものであるか。もちろん公共交通の安全を

図る上では大変重要な役割を担つている訳であるが、一般家庭での使用等その用途によつて

もう少し緩やかな欲求の場合も多く、エネルギー消費面からの技術の選り分けが必要と考えら

れる。

本報は、太陽熱と地中熱を中心にした自然エネルギー利用融雪システムの、近年における

国内普及状況を報告し、今後の可能性を検討するものである。

1.融 雪システムヘの地中熱の利用形態

融雪システムに地中熱が利用され出したのは、1961年新潟県長岡市東坂上町の地下
水散水消雪システムの設置からである。散水方式は、1984年には全国の道路で総延長
1500Kmを超えるまで普及したが、地下水位の低下による地盤沈下問題が発生し、パイ
プ内を地下水を循環させる無散水消雪システムヘの転換が図られた。1964年、札幌市
定山渓温泉では温泉水を利用した無散水消雪システムが設置された他、1972年から建
設省土木研究所、北陸地方建設局、日本道路公団等が中心となり地下水循環方式の融雪
実験を行つた。この方式は、1975年以降温水循環方式の無散水消雪システムとして全
国的に普及し、1990年代からは地下水直接循環から地中熱交換器による間接的な地中
紳 l用形態に、さらに夏季の太陽熱蓄熱と併せた年間サイクル運転を行うシステムとな
つて、現在に至っている3t

表-1に、以上の経緯を踏まえ、無散水融雪システム (温水循環方式)における地中
熱の利用形態を分類した。1980年代までは直接利用方式の実績が多かつたが、199o年
以降は垂直管による熱交換方式の実績が増えてきている。地下水利用は使い捨てから還
元する方式にそしてさらに夏季の太陽熱蓄熱を行う方式に、より環境に優しい方向へと
発展してきていると言える。さらに今後は、熱回収率の高い帯水層蓄熱技術の融雪利用
が期待される。
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2.日 本国内における地中熱融雷システムの普及状況

表-2に 日本国内における地下蓄熱 (地中熱交換方式)利用融雪システム (実施例)
の一覧を示し、図-1にその分布図を示した。最北は北見から最南は広島まで 19件の
実施例が報告されている。この表の作成にあたつては、日本無散水消融雪施設協会発表

の「雪のホームページ」および国土庁地方振興局「未利用エネルギーを活用したオンサ

イト型融雷システムに関する調査研究委員会報告書」を参考とした。

地中熱の間接利用に用いられる地中熱交換器の方式は、全体として3つに分類される

(図-2参照)。 すなわち盛土内に水平管を当間隔で埋設して夏季蓄熱を行う水平管熱
交換器方式 (ヒ ー トパイプを用いる場合もある)、 30m深さ以内の浅い範囲に垂直管を

複数本埋設して夏季蓄熱を行う垂直複数管熱交換器方式、100m以上の深さに垂直管を

1本埋設うして地中からの採熱を行う坑井内同軸熱交換器OCHE)方式 (または掘削抗
熱交換GHES)方式とも呼ばれる)である。

3.地 中熱交換器の設計について

地中熱利用融雪システムの設計の手順としては、融雪場所の選定後、用途に応じて要

求される融雷速度を設定し、気象条件や地中温度条件から必要とされる地中熱交換器を

決定する。システムによつては、蓄熱槽やヒー トポンプとの組み合わせも検討する。

垂直単管方式 (BHES方式または DCHE方式)の地中熱交換器 (垂直単管)の規模
設計について、埋設深さ算定フローを図-3に示した。融雪路盤においては、差分法に
よる融雪解析モデルの結果から融雪速度と循環温度と路面温度の差 1次式を用いた。蓄

採熱を行う土壊においては、無限固体中の線発熱熱伝導を示す線源理論式を用いた4)。

融雪路盤と土壌は共通の管壁温度 (循環温度)によつて熱平衡を保つている。この計算
は期間平均値を用いて計算される。運転時間は各地の降雪時間より大き日の安全側の時

間を設定する。この計算を日本各地域の気象条件、地中温度条件に適合して行つた中で、

札幌、青森、秋田、新潟、金沢、鳥取の計算結果を表-3に示した。降雪量が少なく、
地中温度が高い程、熱交換器の必要深さは短くて良い。たとえば札幌では、20ポの融
雪面積に対して約 100mの深さが要求される。
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園-2 3方 式の地中熱交換器モデル
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5。 今後の課題

以上述べてきたように、わが国の融雷システムのあり方は、
「環境に優しい技術」を

指向して発展しつつある。自然エネルギー利用 (未利用エネルギー活用も含めて)普及

上の問題としては、以下の事が言える。

(1)イ ニシヤルコストが高くなる。地中熱利用の場合掘削費がかさむ。ヒートポン

プの価格が高い。

(2)電力やガスに比べて維持管理をする体制が整つていない。北欧では、電力、ガ

ス、ごみ焼却、上下水道、自然エネルギー利用等の各部P5が一体となつて地域

熱供給公社が設立されている。

わが国は南北に細長いため国策として暖房需要だけでなく冷房需要も大きな問題とな

っている。雪を冷房用の冷熱源として活用する方法は、わが国には非常に有効である。

季節間あるいは地域間で冷熱と温熱をマッチングさせていく方法について、今後の研究

開発および実用化が期待される。
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